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(目的)

第一条　この法律は、電波の公平且つ能率的な利用を確保することによって、公共の福祉を増進することを目的とする。

(定義)

第二条　この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。

五　「無線局」とは、無線設備及び無線設備の操作を行う者の総体をいう。但し、受信のみを目的とするものを含まない。

(免許の有効期間)

第十三条　免許の有効期間は、免許の日から起算して五年を超えない範囲内において総務省令で定める。

(免許状)

第十四条　総務大臣は、免許を与えたときは、免許状を交付する。

２　免許状には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　免許の年月日及び免許の番号

二　免許人(無線局の免許を受けた者をいう。以下同じ。) の氏名又は名称及び住所
三　無線局の種別

四　無線局の目的

五　通信の相手方及び通信事項

六　無線設備の設置場所
七　免許の有効期間

八　識別信号

九　電波の型式及び周波数
十　空中線電力
十一　運用許容時間

(変更等の許可)
第十七条　免許人は、通信の相手方、通信事項若しくは無線設備の設置場所を変更し、又は無線設備の変更の工事をしようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければならない。放送をする無線局の免許人が放送事項又は放送区域を変更しようとするときも、同様とする。

(変更検査)

第十八条　前条第一項の規定により無線設備の設置場所の変更又は無線設備の変更の工事の許可を受けた免許人は、総務大臣の検査を受け、当該変更又は工事の結果が同条同項の許可の内容に適合していると認められた後でなければ、許可に係る無線設備を運用してはならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

(申請による周波数等の変更)

第十九条　総務大臣は、免許人又は第八条の予備免許を受けた者が識別信号、電波の型式、周波数、空中線電力又は運用許容時間の指定の変更を申請した場合において、混信の除去その他特に必要があると認めるときは、その指定を変更することができる。

(無線局の廃止)

第二十二条　免許人は、その無線局を廃止するときは、その旨を総務大臣に届け出なければならない。

第二十三条　免許人が無線局を廃止したときは、免許は、その効力を失う。

(免許状の返納)

第二十四条　免許がその効力を失つたときは、免許人であつた者は、一箇月以内にその免許状を返納しなければならない。
(電波の質)

第二十八条　送信設備に使用する電波の周波数の偏差及び幅、高調波の強度等電波の質は、総務省令で定めるところに適合するものでなければならない。

(無線設備の操作)

第三十九条　第四十条の定めるところにより無線設備の操作を行うことができる無線従事者以外の者は、無線局の無線設備の操作の監督を行う者(「主任無線従事者」)として選任された者であって第四項の規定によりその選任の届出がされたものにより監督を受けなければ、無線局の無線設備の操作を行つてはならない。ただし、船舶又は航空機が航行中であるため無線従事者を補充することができないとき、その他総務省令で定める場合は、この限りでない。

４　無線局の免許人等は、主任無線従事者を選任したときは、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。

(免許を与えない場合)

第四十二条　次の各号のいずれかに該当する者に対しては、無線従事者の免許を与えないことができる。

一　第九章の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者

二　第七十九条第一項第一号又は第二号の規定により無線従事者の免許を取り消され、取消しの日から二年を経過しない者

三　著しく心身に欠陥があって無線従事者たるに適しない者

(目的外使用の禁止等)

第五十二条　無線局は、免許状に記載された目的又は通信の相手方若しくは通信事項の範囲を超えて運用してはならない。ただし、次に掲げる通信については、この限りでない。

一　遭難通信(船舶又は航空機が重大かつ急迫の危険に陥った場合に遭難信号を前置する方法その他総務省令で定める方法により行う無線通信をいう。以下同じ。)

二　緊急通信(船舶又は航空機が重大かつ急迫の危険に陥るおそれがある場合その他緊急の事態が発生した場合に緊急信号を前置する方法その他総務省令で定める方法により行う無線通信をいう。以下同じ。)

三　安全通信(船舶又は航空機の航行に対する重大な危険を予防するために安全信号を前置する方法その他総務省令で定める方法により行う無線通信をいう。以下同じ。)

四　非常通信(地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通信を利用することができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる無線通信をいう。以下同じ。)

(擬似空中線回路の使用)

第五十七条　無線局は、次に掲げる場合には、なるべく擬似空中線回路を使用しなければならない。

一　無線設備の機器の試験又は調整を行うために運用するとき。

二　実験等無線局を運用するとき。

(秘密の保護)

第五十九条　何人も法律に別段の定めがある場合を除くほか、特定の相手方に対して行われる無線通信を傍受してその存在若しくは内容を漏らし、又はこれを窃用してはならない。

(時計、業務書類等の備付け)

第六十条　無線局には、正確な時計及び無線検査簿、無線業務日誌その他総務省令で定める書類を備え付けておかなければならない。

(遭難通信)

第六十六条　海岸局、海岸地球局、船舶局及び船舶地球局(次条及び第六十八条において「海岸局等」という。) は、遭難通信を受信したときは、他の一切の無線通信に優先して、直ちにこれに応答し、かつ、遭難している船舶又は航空機を救助するため最も便宜な位置にある無線局に対して通報する等総務省令で定めるところにより救助の通信に関し最善の措置をとらなければならない。

２　無線局は、遭難信号又は第五十二条第一号の総務省令で定める方法により行われる無線通信を受信したときは、遭難通信を妨害するおそれのある電波の発射を直ちに中止しなければならない。

(緊急通信)

第六十七条　海岸局等は、遭難通信に次ぐ優先順位をもつて、緊急通信を取り扱わなければならない。

２　海岸局等は、緊急信号又は第五十二条第二号の総務省令で定める方法により行われる無線通信を受信したときは、遭難通信を行う場合を除き、その通信が自局に関係のないことを確認するまでの間(総務省令で定める場合には、少なくとも三分間)継続してその緊急通信を受信しなければならない。

(安全通信)

第六十八条　海岸局等は、速やかに、かつ、確実に安全通信を取り扱わなければならない。

２　海岸局等は、安全信号又は第五十二条第三号の総務省令で定める方法により行われる無線通信を受信したときは、その通信が自局に関係のないことを確認するまでその安全通信を受信しなければならない。

(船舶局の機器の調整のための通信)

第六十九条　海岸局又は船舶局は、他の船舶局から無線設備の機器の調整のための通信を求められたときは、支障のない限り、これに応じなければならない。
(電波の発射の停止)

第七十二条　総務大臣は、無線局の発射する電波の質が第二十八条の総務省令で定めるものに適合していないと認めるときは、当該無線局に対して臨時に電波の発射の停止を命ずることができる。

(無線局の免許の取消し等)

第七十六条　総務大臣は、免許人等がこの法律、放送法若しくはこれらの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、三箇月以内の期間を定めて無線局の運用の停止を命じ、若しくは第二十七条の十八第一項の登録の全部若しくは一部の効力を停止し、又は期間を定めて運用許容時間、周波数若しくは空中線電力を制限することができる。

３　総務大臣は、免許人(包括免許人を除く。) が次の各号のいずれかに該当するときは、その免許を取り消すことができる。

一　正当な理由がないのに、無線局の運用を引き続き六箇月以上休止したとき。

(無線従事者の免許の取消し等)

第七十九条　総務大臣は、無線従事者が左の各号の一に該当するときは、その免許を取り消し、又は三箇月以内の期間を定めてその業務に従事することを停止することができる。

一　この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二　不正な手段により免許を受けたとき。

三　第四十二条第三号に該当するに至つたとき。

(報告等)

第八十条　無線局の免許人等は、次に掲げる場合は、総務省令で定める手続により、総務大臣に報告しなければならない。

一　遭難通信、緊急通信、安全通信又は非常通信を行つたとき。

二　この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反して運用した無線局を認めたとき。

三　無線局が外国において、あらかじめ総務大臣が告示した以外の運用の制限をされたとき。

(電波利用料の徴収等)

第百三条の二　免許人等は、電波利用料として、無線局の免許等の日から起算して三十日以内及びその後毎年その免許等の日に応当する日から起算して三十日以内に、当該無線局の免許等の日又は応当日から始まる各一年の期間について、別表第六の上欄に掲げる無線局の区分に従い同表の下欄に掲げる金額を国に納めなければならない。

○電波法施行令

http://www.tele.soumu.go.jp/horei/reiki_honbun/a72aa26041.html

(操作及び監督の範囲)

第三条

第一級海上特殊無線技士
一　次に掲げる無線設備(船舶地球局及び航空局の無線設備を除く。) の通信操作 (国際電気通信業務の通信のための通信操作を除く。) 及びこれらの無線設備 (多重無線設備を除く。) の外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの技術操作
イ　旅客船であって平水区域(これに準ずる区域として総務大臣が告示で定めるものを含む。以下この表において同じ。) を航行区域とするもの及び沿海区域を航行区域とする国際航海に従事しない総トン数１００トン未満のもの、漁船並びに旅客船及び漁船以外の船舶であって平水区域を航行区域とするもの及び総トン数３００トン未満のものに施設する空中線電力７５ワット以下の無線電話及びデジタル選択呼出装置で１，６０６．５キロヘルツから４，０００キロヘルツまでの周波数の電波を使用するもの

ロ　船舶に施設する空中線電力５０ワット以下の無線電話及びデジタル選択呼出装置で２５，０１０キロヘルツ以上の周波数の電波を使用するもの

二　旅客船であって平水区域を航行区域とするもの及び沿海区域を航行区域とする国際航海に従事しない総トン数１００未満のもの、漁船並びに旅客船及び漁船以外の船舶であって平水区域を航行区域とするもの及び総トン数３００トン未満のものに施設する船舶地球局の無線設備の通信操作並びにその無線設備の外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの技術操作

三　前二号に掲げる操作以外の操作で第二級海上特殊無線技士の操作の範囲に属するもの
第二級海上特殊無線技士
一　船舶に施設する無線設備(船舶地球局及び航空局の無線設備を除く。) 並びに海岸局及び船舶のための無線航行局の無線設備で次に掲げるものの国内通信のための通信操作 (モールス符号による通信操作を除く。) 並びにこれらの無線設備 (レーダー及び多重無線設備を除く。) の外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの技術操作
イ　空中線電力１０ワット以下の無線設備で１，６０６．５キロヘルツから４，０００キロヘルツまでの周波数の電波を使用するもの

ロ　空中線電力５０ワット以下の無線設備で２５，０１０キロヘルツ以上の周波数の電波を使用するもの

二　レーダー級海上特殊無線技士の操作の範囲に属する操作

第三級海上特殊無線技士

一　船舶に施設する空中線電力五ワット以下の無線電話(船舶地球局及び航空局の無線電話であるものを除く。)で２５，０１０キロヘルツ以上の周波数の電波を使用するものの国内通信のための通信操作及びその無線電話(多重無線設備であるものを除く。)の外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの技術操作

二　船舶局及び船舶のための無線航行局の空中線電力５キロワット以下のレーダーの外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの技術操作

○電波法施行規則
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(定義等)

第二条　電波法に基づく命令の規定の解釈に関しては、別に規定せられるもののほか、次の定義に従うものとする。

三十二　「レーダー」とは、決定しようとする位置から反射され、又は再発射される無線信号と基準信号との比較を基礎とする無線測位の設備をいう。

(電波の型式の表示)

第四条の二　電波の主搬送波の変調の型式、主搬送波を変調する信号の性質及び伝送情報の型式は、次の各号に掲げるように分類し、それぞれ当該各号に掲げる記号をもつて表示する。ただし、主搬送波を変調する信号の性質を表示する記号は、対応する算用数字をもつて表示することがあるものとする。

一　主搬送波の変調の型式

記号

(2)　振幅変調

(一)　両側波帯　A
(二)　全搬送波による単側波帯　H
(三)　低減搬送波による単側波帯　R

(四)　抑圧搬送波による単側波帯　J
(3)　角度変調

(一)　周波数変調　F
(二)　位相変調　G

(5)　パルス変調　

(一)　無変調パルス列　P

二　主搬送波を変調する信号の性質

記号

(1)　変調信号のないもの　0

(2)　デジタル信号である単一チヤネルのもの

(一)　変調のための副搬送波を使用しないもの　1

(二)　変調のための副搬送波を使用するもの　2

(3)　アナログ信号である単一チヤネルのもの　3
三　伝送情報の型式

記号

(1)　無情報　N

(2)　電信

(一)　聴覚受信を目的とするもの　A

(二)　自動受信を目的とするもの　B

(3)　フアクシミリ　C

(4)　データ伝送、遠隔測定又は遠隔指令　D

(5)　電話(音響の放送を含む。)　E
(6)　テレビジヨン(映像に限る。)　F

注)

AM→A3E

FM→F3E

SSB→J3E(抑圧搬送波)、H3E(全搬送波)
(備付けを要する業務書類)

第三十八条　法第六十条の規定により無線局に備え付けておかなければならない書類は、次の表の上欄の無線局につき、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。

２　前項の免許状は、主たる送信装置のある場所の見やすい箇所に掲げておかなければならない。ただし、掲示を困難とするものについては、その掲示を要しない。

(無線検査簿等)

第三十九条　

３　免許人等は、検査の結果について総務大臣又は総合通信局長から指示を受け相当な措置をしたときは、その措置の内容を無線検査簿又は前項に規定する文書の記載欄に記載するとともに総務大臣又は総合通信局長に報告しなければならない。

(無線業務日誌)

第四十条　法第六十条に規定する無線業務日誌には、毎日次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、総務大臣又は総合通信局長において特に必要がないと認めた場合は、記載の一部を省略することができる。

４　使用を終った無線業務日誌は、使用を終った日から二年間保存しなければならない。

○無線局運用規則
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(時計)

第三条　法第六十条の時計は、その時刻を毎日一回以上中央標準時又は協定世界時に照合しておかなければならない。

(無線通信の原則)

第十条　必要のない無線通信は、これを行なってはならない。
２　無線通信に使用する用語は、できる限り簡潔でなければならない。

３　無線通信を行うときは、自局の識別信号を付して、その出所を明らかにしなければならない。

４　無線通信は、正確に行うものとし、通信上の誤りを知つたときは、直ちに訂正しなければならない。

第十六条　無線電話通信における通報の送信は、語辞を区切り、かつ、明りように発音して行なわなければならない。

２　遭難通信、緊急通信又は安全通信に係る前項の送信速度は、受信者が筆記できる程度のものでなければならない。

(発射前の措置)

第十九条の二　無線局は、相手局を呼び出そうとするときは、電波を発射する前に、受信機を最良の感度に調整し、自局の発射しようとする電波の周波数その他必要と認める周波数によって聴守し、他の通信に混信を与えないことを確かめなければならない。ただし、遭難通信、緊急通信、安全通信及び法第七十四条第一項に規定する通信を行なう場合並びに海上移動業務以外の業務において他の通信に混信を与えないことが確実である電波により通信を行なう場合は、この限りでない。

(応答)

第二十三条　無線局は、自局に対する呼出しを受信したときは、直ちに応答しなければならない。

２　前項の規定による応答は、順次送信する次に掲げる事項(以下「応答事項」という。) によって行うものとする。

一　相手局の呼出符号　三回以下(海上移動業務にあっては二回以下)
二　DE（こちらは）　一回
三　自局の呼出符号　一回
３　前項の応答に際して直ちに通報を受信しようとするときは、応答事項の次に「K」（どうぞ）を送信するものとする。但し、直ちに通報を受信することができない事由があるときは、「K」の代りに「AS」（お待ち下さい）及び分で表わす概略の待つべき時間を送信するものとする。概略の待つべき時間が十分以上のときは、その理由を簡単に送信しなければならない。

(不確実な呼出しに対する応答)

第二十六条　無線局は、自局に対する呼出しであることが確実でない呼出しを受信したときは、その呼出しが反覆され、且つ、自局に対する呼出しであることが確実に判明するまで応答してはならない。

２　自局に対する呼出しを受信した場合において、呼出局の呼出符号が不確実であるときは、応答事項のうち相手局の呼出符号の代りに「QRZ？」（誰かこちらを呼びましたか）を使用して、直ちに応答しなければならない。

(試験電波の発射)

第三十九条　無線局は、無線機器の試験又は調整のため電波の発射を必要とするときは、発射する前に自局の発射しようとする電波の周波数及びその他必要と認める周波数によって聴守し、他の無線局の通信に混信を与えないことを確かめた後、次の符号を順次送信し、更に一分間聴守を行い、他の無線局から停止の請求がない場合に限り、「VVV」（本日は晴天なり）の連続及び自局の呼出符号一回を送信しなければならない。この場合において、「VVV」の連続及び自局の呼出符号の送信は、十秒間をこえてはならない。

一　EX（ただいま試験中）　三回

二　DE（こちらは）　一回

三　自局の呼出符号　三回

２　前項の試験又は調整中は、しばしばその電波の周波数により聴守を行い、他の無線局から停止の要求がないかどうかを確かめなければならない。

（入港中の船舶の船舶局の運用）

第40条 　法第62条第1項ただし書の規定により入港中の船舶の船舶局を運用することができる場合は、次のとおりとする。

一 　無線通信によらなければ他の陸上との連絡手段がない場合であって、急を要する通報を海岸局に送信する場合
二 　総務大臣若しくは総合通信局長が行う無線局の検査に際してその運用を必要とする場合
三 　二六・一七五ＭＨｚを超え四七〇ＭＨｚ以下の周波数の電波により通信を行う場合
四 　その他別に告示する場合

(電波の使用制限)

第五十八条

３　27,524kHz及び156.8MHzの周波数の電波の使用は、次に掲げる場合に限る。

一　遭難通信、緊急通信(医事通報に係るものにあっては、156.8MHzの周波数の電波については、緊急呼出しに限る。) 又は安全呼出し (27,524kHzの周波数の電波については、安全通信) を行う場合
二　呼出し又は応答を行なう場合

三　準備信号(応答又は通報の送信の準備に必要な略符号であって、呼出事項又は応答事項に引き続いて送信されるものをいう。以下同じ。) を送信する場合
(遭難呼出し)

第七十六条　遭難呼出しは、無線電話により、次の各号の区別に従い、それぞれに掲げる事項を順次送信して行うものとする。

一　メーデー(又は「遭難」)　三回
二　こちらは　一回
三　遭難している船舶の船舶局(以下「遭難船舶局」という。) の呼出符号又は呼出名称　三回
(遭難通報)

第七十七条　遭難呼出しを行なった無線局は、できる限りすみやかにその遭難呼出しに続いて、遭難通報を送信しなければならない。

２　遭難通報は、無線電話により次の事項を順次送信して行うものとする。

一　「メーデー」又は「遭難」
二　遭難した船舶又は航空機の名称又は識別
三　遭難した船舶又は航空機の位置、遭難の種類及び状況並びに必要とする救助の種類その他救助のため必要な事項
(遭難呼出し及び遭難通報の送信の反復)

第八十一条　遭難呼出し及び遭難通報の送信は、第八十二条の規定による応答があるまで、必要な間隔を置いて反復しなければならない。

○無線設備規則

http://www.tele.soumu.go.jp/horei/reiki_honbun/a720810001.html
（磁気羅針儀に対する保護）

第三十七条の二十八 　船舶の航海船橋に通常設置する無線設備には、その筐体の見やすい箇所に、当該設備の発する磁界が磁気羅針儀の機能に障害を与えない最小の距離を明示しなければならない。

（レーダー）

第四十八条 　船舶に設置する無線航行のためのレーダーは、次の各号の条件に適合するものでなければならない。

四 　四分以内に完全に動作するものであり、かつ、一五秒以内に完全に動作することができる状態にあらかじめしておくことができること。

○無線従事者規則

http://www.tele.soumu.go.jp/horei/reiki_honbun/a723520001.html
(免許証の再交付)

第五十条　無線従事者は、氏名に変更を生じたとき又は免許証を汚し、破り、若しくは失ったために免許証の再交付を受けようとするときは、別表第十一号様式の申請書に次に掲げる書類を添えて総務大臣又は総合通信局長に提出しなければならない。

一　免許証(免許証を失った場合を除く。)

二　写真一枚

三　氏名の変更の事実を証する書類(氏名に変更を生じたときに限る。)

無線従事者は、氏名の変更が生じた場合、免許証の訂正を受けなければならない。

平成２１年削除
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